本部町移住支援金　対象確認チェックリスト

	対象者要件①（移住元）
	

	過去10年間のうち、通算5年以上、東京23区に住んでいた or 東京圏（条件不利地域以外）から東京23区へ通勤していた（雇用保険加入）
	□

	住民票を移す直前に、連続1年以上、東京23区に在住 or 条件不利地域以外に在住し、東京23区に通勤していた（※通勤は3ヶ月前までOK）
	□

	※対象者のみ　通学→就職のケースで、東京圏から東京23区の大学に通学し、その後23区の企業に就職した場合は、通学期間もカウント可能
	□

	対象者のみの項目を除く、すべての項目にチェックができた方が交付対象です。
対象者のみ次の要件へ進む。




	対象者要件②（移住先）
	

	移住支援金制度が本町で公表された後に転入している
	□

	本支援金の申請が、転入後1年以内である
	□

	本町に今後5年以上定住する意思がある
	□

	すべての項目にチェックができた方が交付対象です。
対象者のみ次の要件へ進む。




	対象者要件③（その他一般要件）
	

	転入時に50歳未満である（世帯申請の場合は配偶者も50歳未満）
	□

	反社会的勢力との関係がない
	□

	日本国籍または該当の在留資格（永住者等）を持っている
	□

	過去10年以内に自分や同一世帯で移住支援金を受給していない
（全額返還済または未成年時の世帯員時から５年以上経過した申請は除外可）
	□

	町長から「不適当」と判断されていない
	□

	すべての項目にチェックができた方が交付対象です。
対象者のみ次の要件へ進む。



次の1～4までのうちいずれかの要件に該当する方が交付対象（1つの要件のみ）

	1)就業に関する要件（対象者のみ）
	

	勤務地が本町内である
	□

	就業先が沖縄県のマッチングサイト掲載求人である
	□

	就業先が親族経営（3親等以内）ではない
	□

	無期雇用契約で、週20時間以上勤務している
	□

	求人掲載日以降に応募している
	□

	今後5年以上継続して働く意思がある
	□

	転勤・出向・異動ではなく、新規採用である
	□

	すべての項目にチェックができた方が交付対象です。




	2)テレワークに関する要件（該当者のみ）
	

	会社命令でなく、自身の意思で移住している
	□

	テレワークにより週20時間以上勤務（原則通勤なし）
	□

	所属企業から移住に対する資金提供を受けていない
	□

	すべての項目にチェックができた方が交付対象です。




	3)起業に関する要件（該当者のみ）
	

	沖縄県の起業支援金の交付決定を1年以内に受けている
	□

	すべての項目にチェックができた方が交付対象です。



	4)関係人口に関する要件（該当者のみ）
	

	①本町に勤務地がある or 農林水産業に従事している
	□

	②地域活動に今後5年以上参加する意思がある
	□

	③以下のいずれかに該当（1つでOK）：
（３親等以内の親族がいる／住宅取得）がある
	□

	④本町内に取得した住宅（新築・中古問わず）を住居とするもの
※２親等以内の親族から取得したものではないこと
	□

	①・②は必須
③・④のいずれか該当する必要あり




	世帯に関する要件（該当者のみ）
	

	[bookmark: _GoBack]①移住前から同一世帯に属していた
	□

	②申請時点でも同一世帯に属している
	□

	③本制度公表後に転入している
	□

	④転入後1年以内に申請している
	□

	⑤世帯員全員が反社会的勢力と関係がない
	□

	すべての項目にチェックができた方が交付対象です。



